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資料
「商法施行規則の一部を改正する法務省令案」に対する
早稲田大学教授の意見
　法務省民事局参事官室名をもって、平成14年11月12日付で公表された
「商法施行規則の一部を改正する法務省令案」と題する文書につき、下記
の者は、検討を行った結果、以下の通りの結論に達した。
2003年1月5日
早稲田大学法学部教授
早稲田大学法学部教授
早稲田大学法学部教授
早稲田大学法学部教授
早稲田大学法学部教授
早稲田大学法学部教授
早稲田大学法学部教授
早稲田大学社会科学部教授
早稲田大学商学部教授
???????????
川島いづみ
中村　信男
一　総 論
　平成14年5月22日に成立し、同月29日に公布された「商法等の一部を改正する
法律」（平成14年法律第44号）においては、法務省令（商法施行規則）に対する委任
が多く含まれ、これを受けての法務省令改正作業が膨大かつ詳細なものとなった
ことは容易に想像できるところである。そのような状況にあって、平成14年11月
12日に法務省民事局参事官室から「商法施行規則の一部を改正する省令案」が公
表されパブリック・コメントを徴する手続が開始された。われわれは、まずもっ
て、この半年間という短期間に膨大かつ詳細な改正案を作成されたその労に対し
て、担当者各位に敬意を表したいと思う。
　いうまでもなく、この改正案においては、第一に、株式会社の特則である「会
社ノ計算」に含まれる資産評価規定等と配当可能利益算出において貸借対照表純
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資産額から控除すべき金額を明示することの法務省令への委任や、商法特例法
（株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律）上の大会社に適用される（当
分の問は、大会社であって証券取引法に基づき有価証券報告書を提出している会社に限
る〉連結計算書類の作成に関する諸規定を設けることの法務省令への委任などを
受けて新たな規定を設けることにとどまらず、商法計算規定と証券取引法会計規
定との乖離の解消を目的とした商法・商法特例法の改正趣旨に対応することも求
められていた。第二に、委員会等設置会社に関連して監査委員会の職務遂行のた
めに必要な事項の具体的内容の確定など、新たに導入された委員会等設置会社の
運営に関わる重要な事項を明確化することが求められていた。そして、第三に、
将来の商法の現代化に向けた準備も要求されていたと解される。そのような観点
から改正提案全体をながめれば、以下に述べる諸点において疑問点ないしは異論
があるものの、概ね賛成できる内容となっており、むしろ実質に相当程度踏み込
んだ内容も盛り込まれている点に注目したい。特に上記第一の点に関連して、証
券取引法適用会社（主として大規模公開会社）にとっての会計・監査・開示規制の
重複・乖離等の問題点を解消するとの観点から、証券取引法上の取り扱いをもっ
て商法または商法特例法の取り扱いとして許容するなど、合理的かつ妥当と考え
られる改正提案が少なからず見られ、その点は、法務省令という枠の中での作業
としては、大いに評価することができる。ただ、本来的には立法的解決に委ねら
れるべき課題を多分に残したままでの法務省令の改正であるため、規定内容の不
徹底さ・分かりづらさを指摘する意見が有力に主張された。将来の改善が望まれ
る点である。
論各二
以下において、個々の改正提案に関する意見を述べる。
　1定義規定（第2条関係）
　定義規定をこのようにまとめることに賛成する。このような規定形式は、他の
法律においても一般的にみられる傾向であり、合理性があると考える。現行商法
においても、定義に相当する規定が散在しており、将来的にはこのように定義規
定をまとめることが望まれる。なお、記載に記録を含むとすること（第3項）
は、関連する条文を読み易くするものであって、賛成である。
　定義の内容には、いくつかの点で異論がある。
　第一に、商法または商法特例法上の用語法とは全く異なった独自の用語法をい
くつか採用している点である。たとえば、大会社に関する「大株式会社」「特例
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会社」「みなし大株式会社」「大株式会社等」である（第2条第1項第1号から第4
号）。たしかに、商法特例法において、大会社に適用がある規定であっても「み
なし大会社」には適用にならないものもあり、他方、大会社には委員会等設置会
社となる大会社・みなし大会社もあり、またそうでない会社もあって、それぞれ
に適用条文が異なりうる。それらの大会社をそれぞれ別の用語で表現しようとす
る趣旨であろうかと理解できるが、それら用語を商法特例法自体において採用す
るのであればまだしも、商法特例法で採用していない用語法を商法施行規則にお
いてのみ使用し、かつ、明文で定義するのはどうであろうか。
　第二に、商法または商法特例法に既にある用語の定義を改めてすることの要否
である。第1項第6号・第7号・第8号や第2項がその例であるが、商法施行規
則では、商法または商法特例法と異なる用語についてのみ定義すれば足りる。
　第三に、「有報提出大会社」（第15号）のような短縮形の採用には反対する。
「有報」はあくまでも俗語であって、法律用語としては適格性を欠く。仮に定義
をおくとするならば、「有価証券報告書提出大会社」くらいが妥当であろう。
2　電磁的方法による情報の提供（第8条関係）
従前の第2条第2項のような読み替え方式よりも分かり易い。賛成である。
　3財産の評価（第4章関係）と貸借対照表等の記載方法等（第5章関係）
　商法第285条が商法第34条に言及している点からすれば、会計帳簿に記載また
は記録すべき財産の価額に関する規定（第4章）とそれ以外の貸借対照表上の資
産および負債の計上基準（第5章第2節〉とを区分して規定した点は、商法の規
定ぶひと平灰が合っていると考えられ、賛成する。しかし、換言すると、このよ
うな理解からは、引当金と繰延資産については商法典本体に委任規定がないこと
になるが、貸借対照表の作成にあっては資産の部および負債の部の作成基準等を
規定することは必要であり、法務省令において従来の商法典と同様にこのような
規定を明示することは、むしろ望ましい。
　内容的には、概ね従来の商法典の規定と同様であると考えられるが、繰延資産
に関しては若干の異論がある。第一に、研究費にっいては、企業会計の方では繰
延資産としない方向にあるといえ、また財務諸表等規則との整合性という観点か
らも、むしろその計上を認めないこととすべきである（第37条関係。財務諸表等規
則第37条・第86条参照）。第二に、新株予約権の発行について、企業会計における
取り扱いに倣って新株発行費用の繰延に関する規定が準用されることとなったと
思われるが、そもそも理論上、新株発行費用の繰延経理に疑問があるともいえ、
ましてや新株予約権の発行費用の繰延経理には大いに疑問があるといわざるをえ
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ない（第38条第2項）。
　注記等について、有価証券報告書提出大会社について、証券取引法に従った方
法等の特例を許容している点は賛成する（第48条第1項など）。用語についても、
証券取引法会計との整合性が図られている点は（例えば、「投資その他の資産の
部」）、前述したように、従来の用語法が意味のない差異を生んでいたのであっ
て、望ましい改正である。
　金額の表示の単位について、四捨五入方式を排除する理由はないと考えられる
ので、このような改正に賛成する（第49条、第103条第3項）。
　資本の部の区分について、「その他資本の部」の区分を分けたことで見易くな
った（第91条）。当期未処分利益・未処理損失についての当期利益・当期損失の
付記の削除（第90条。旧第71条第2項削除）、および、一株当たりの当期利益・当
期損失の注記を一株当たりの当期純利益・当期純損失に用語を改めた上で、損益
計算書の注記事項に移したこと（第102条。旧第74条削除）に賛成する。
　4営業報告書および附属明細書（第5章第3節第4款・第5款関係）
　営業報告書について、特例会社（委員会等設置会社）や連結特例規定適用会社・
連結計算書類作成会社（当分の間は、有価証券報告書提出大会社）に関して詳細な
情報開示を追加要求している点に賛成する（第104条・第105条）。特に、会計監査
人の報酬開示については、内外の公認会計士・監査法人制度改革にとっても重要
な検討事項の一つであり、法務省令の側面からも開示を充実させることに合理性
がある。その開示も、株主への直接開示媒体である営業報告書において、かつ、
金額で表示することが妥当である。
　連結計算書類作成会社の営業報告書において、改正案第103条第1項第1号・
第2号・第4号・第5号・第12号に関する事項について「企業集団の状況に関す
る当該各号に掲げる事項を記載することができる」ようにした点に賛成する（第
105条第2項本文）。また、第4号情報だけでなく（第105条第2項但書）、それ以外
の項目についても、単体情報とそのような企業集団情報とを併せて提供すること
を求めるべきである。さらに、いわゆる純粋持株会社の場合は、企業集団情報に
よる記載を強制すべきであり、また同時に、各子会社情報の開示を一層充実させ
るべきである。
　なお、営業報告書・附属明細書の記載事項に関連する立法論として、以下のこ
とを提言する。
　（1）監査業務の遂行に関する必要事項の決定・開示（第104条第1号関係）
　詳細は後述するが、第104条第1号に関連する「監査委員会の職務遂行のため
に必要なものとして法務省令で定める事項」（本改正案第193条）の内容は、むし
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ろ委員会等設置会社以外の会社についても妥当する内容を含むものであり、それ
以外の会社（監査役制度を採用する会社）にも広く適用できるような立法上の手当
てをなすことが望まれる。
　（2）　取締役等の報酬規制（第104条第2号・第3号関係）
　第104条第2号・第3号に関連する取締役等に対する報酬に関して、商法特例
法21条の11以下の委員会等設置会社に関する特則の内容は、むしろ委員会等設置
会社以外の会社にあっても適用すべき内容であると解され、その点の法改正も望
まれる。
　なお、取締役等の報酬開示規制に関連しては、開示されるべき報酬額は、改正
案においても、いわゆる取締役の責任制限規定をおいている会社と特例会社とを
除いた株式会社については合計額により附属明細書で開示されることになってい
る（第107条第1項第11号）。しかし、取締役等の報酬は、本来、個別かつ明示的
に決定されるべきものであり、その内容の開示については、透明性を高めること
が望まれる。そのような観点から、取締役等の報酬については、その職務内容に
応じて個別かつ明示的に決定すべきであり、その報酬内容の開示は、委員会等設
置会社に限らず、すべての株式会社において、個別に営業報告書に記載されるべ
きである。
　5委員会等設置会社の定時総会における利益処分等に関する報告（第141条関
　　係）
　第141条は、定時総会で利益処分案の報告事項化が認められる委員会等設置会
社の特則に対応するものであるが、利益配当の方針などの情報はそれ以外の会社
の株主らにとっても重要なものである。すべての株式会社について、その定時総
会でこれらの情報の提供を要求するよう立法するか、参考書類の記載内容を充実
させること（利益配当議案については、第13条第1項第4号の「議案作成の方針」を、
第141条第1号・第2号のように改めること）が望ましい。
　6連結計算書類等に関する証券取引法上の取り扱いとの関係（第8章・第9
　　章関係）
　連結計算書類の作成に関する規定等において、証券取引法上の財務諸表等規則
や連結財務諸表規則を参照し、ほぽ同様の規定を設けている点は、商法と証券取
引法との乖離を解消するという今回の改正の趣旨にも合致し、賛成する。特に、
「特定の事業を行う会社を除く」有価証券報告書提出大会社にっいて、貸借対照
表、損益計算書、連結計算書類に関して、財務諸表等規則または連結財務諸表規
則の適用を認めている点は、重要な提案である（第197条）。同様に、米国預託証
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券の発行等に関する証券取引法の特則の適用を認めている点も、米国の証券取引
所等に上場している会社の負担等を考慮するならば、合理性があり、賛成する
（第179条）。
　7監査役の職務遂行のために必要な事項（第10章第193条関係）
　第193条は、委員会等設置会社の監査委員会に関する規定であるが、監査機関
の職務を補助すべき使用人の独立性の問題など、監査制度が十全の機能を果たす
ための前提として不可欠のものであり、賛成する。その意味では、本条に規定さ
れる内容は監査役制度を採用する会社にとっても共通するものである。本条を委
員会等設置会社に適用するのであれば、その規定内容は、すべての株式会社に適
用されるようにすべきである。監査委員会の職務を補助すべき使用人の執行役か
らの独立性確保（第2号）や内部統制・リスタ管理・効率的経営等の体制に関す
る事項（第5号・第6号）をどのように決議すればよいのかが必ずしも明確でな
いとの意見があった。この点で、たとえば、実務上のガイドラインが示されるこ
とは、有益であろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
